
伊丹市人権教育・啓発白書　令和３（2021）年度事業内容の委員意見まとめ（ページ順）

該当ページ 大項目 小項目 該当所管課 ご意見等 対応・回答

4 全般
①差別を許さない
都市宣言制定市民
集会

人権教育室

　Ｒ４年度は、関係者のご尽力により３年ぶりに開催できた。人権作
文の朗読では、子どもたちの人権感覚・感性の豊かさに感動させら
れ、市民啓発の効果的な内容だった。　また、記念講演では今日的課
題である「性的マイノリティー」に関する内容が取り上げられ、この
問題について広く市民に問題提起できたことは有意義であった。
　市民の参加者は以前に比べ少なくなっている。また、地域や職場で
発信力・影響力のある人権推進のキーパーソンとなる層の参加者も少
ないのが課題である。
　市民集会の歴史的な意義や会を創設してきた方々の思いに触れ、原
点回帰の場を設けてはどうか。人権教育・啓発を進める現役世代が、
都市宣言制定当初の実行委員を務められた方々がまだご健在であるこ
の時期に、交流を通して学び・受け継ぐことが重要である。

　R3年度までは、通常開催で
きず、R4年度からは感染対策
を行い、人数を制限して３年ぶ
りの開催としました。地域や職
場で発信力・影響力のある人権
推進のキーパーソンとなる人も
含め、多くの市民に関心を持っ
てもらえるよう、周知啓発が課
題と考え、記載の内容としてい
ます。
　「市民集会の歴史的な意義や
会を創設してきた方々の思いに
触れ、原点回帰の場を設けては
どうか。」については、今後検
討してまいります。

5 全般
②人権フェスティ
バル

同和・人権・
平和課／人権
啓発C／人権教

育室

　コロナ禍で様々な事業が中止を余儀なくされる時期に、事業内容を
縮小したりオンラインを活用したりするなど感染対策を講じながら開
催できたことは評価できる。
　奥田均さんの講演「取り組みの立脚点は差別の実態」は、市人権教
育・啓発基本方針が改定された年に時宜を得た内容であった。差別の
実態に学ぶ、被差別の側に寄り添うことから課題を明らかにし取り組
みを進めるということは、全ての人権問題に関わる基本であることを
再確認させられるものだった。
　部落差別解消に向ける拠点施設であり地域であったこの地に足を運
び、様々な人と交流し学び会うことを基本に据えたこのイベントを継
続・発展させることが大事だ

　コロナ禍以前の人権フェス
ティバルでは、例年フィールド
ワークやグループ討議を実施し
ておりましたが、感染状況等鑑
みて、中止しておりました。今
後も、感染状況等を踏まえ、
フィールドワークなど充実した
人権フェスティバルを実施して
まいります。

5.6 人権全般 ③人権啓発標語 人権教育室

　人権啓発標語の入選作の一部が、伊丹市シルバー人材センターの広
報誌「事務局だより　生きがい」のページ下のフッター部分に掲載さ
れているのを拝見し、嬉しくなりました。
　「入選作は他機関の冊子等にも取り上げられ、啓発の連携がみられ
る。」的なことを、この項目でもいいですし、他項目でもよいかもし
れませんが、書かれてはどうでしょうか？

　当該広報紙は、会員の人権意
識の向上を目的に、約２０年前
から人権啓発標語を掲載してお
ります。当該広報紙のように、
他機関においても活用していた
だけるよう、人権啓発標語を周
知してまいります。
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該当ページ 大項目 小項目 該当所管課 ご意見等 対応・回答

5.6 全般
③人権啓発標語
④人権作文・ポス
ター

人権教育室

　多くの児童生徒や市民から応募があり、共に生活する体験や当事者
から問題提起される内容には心を動かせられるものが多く、作品に出
合った市民は自らを振り返るきっかけになったのではないかと思う。
　採用された作品の裏には、学校での人権学習を基本とした指導があ
り、多くの子どもたちの学びがあったことを忘れてはならない。ま
た、あらゆる機会を通して作品が展示され市民啓発に役立っているこ
とは評価できる。
 学校現場では、入選作品を全校生に披露したり、各担任の裁量で子ど
もたちに「人権作文集」が届けられたりしていると思われるが、作文
集を活用した人権学習の実践交流などをすることでこの事業がさらに
効果的なものにすることができると思われる。

　ご意見の内容を踏まえ、作文
集を活用した啓発方法を今後検
討してまいります。

6.7 人権全般 ⑤人権教育指導員 人権教育室

　派遣回数が伸びたのは、良かったです。
　（課題）として、ＰＲ冊子のデザイン変更、ＰＲ方法の拡大等で、
いつもの組織以外のところに情報を届ける工夫が必要かな？と思いま
した。ポスターデザインが上手な中学生にお願いしてみるなんて、難
しいですかね？

　「人権教育指導員の派遣のし
おり」については、今後も配布
する箇所の拡大を目指してまい
ります。また、デザインについ
ても、今後検討してまいりま
す。

6 全般

⑤人権教育指導員
⑥人権啓発推進委
員
⑦視聴覚教材の貸
出

人権教育室

　コロナ禍で何事も内向き・消極的になりがちな中で、人権教育指導
員の派遣事業が50数回に及んだということは、この時期ならではの課
題をふまえた担当部局の積極的な働きかけがあったことが想像でき
る。
　10年近く前の伊同教研究大会社会教育部会で、ある地区社協役員が
地域でビデオを活用した人権学習会を開催したところ、とかく敬遠さ
れがちな住民から受け入れられ啓発効果を上げたという発表があっ
た。人権教育室の職員のサポートが大きかったのだが「ひとときっか
け」の大事さを考えさせられた。人権啓発を浸透させるために、地域
活動への目配りや人への地道な働きかけの重要性を感じる。
　地域における人権教育・啓発の推進役のなり手が少なく、研修を深
めることの難しさを感じるが、かつて同和教育に深く関わった教員OB
や運動に関わった人が多く存在すると思われる。地道な人材発掘を進
めるべきである。

　ご意見の内容を踏まえ、人権
教育指導員の派遣等について、
今後も周知啓発に取り組んでま
いります。また、人権教育・啓
発を進める上での、人材発掘に
ついても、継続して取り組んで
まいります。

ある会で、我が国における重要な人権課題である部落問題を学習
しようと、奈良県の水平社博物館の見学を行った。水平社創立から
現在の人権課題にいたる展示と熱心なガイドから、今日の人権問題
の原点に気づき、同和問題はすべての人権問題につながると認識が
深まったとの感想を得た。また、水平社創設に関わった人たちの活
動地域のフィールドワークは、当時の人々の思いに触れる体験とも
なり、当事者に学ぶ、現地に足を運ぶ重要性を再認識した。人権研
修を企画・実施する上での基本とすべきことだ。

　ご意見のとおり、当事者の声
を聞き、学ぶことは人権教育・
啓発を進める上で重要であると
考え、当事者を招いた研修会を
実施しております。今後、
フィールドワークの活用も含め
検討してまいります。
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該当ページ 大項目 小項目 該当所管課 ご意見等 対応・回答

9 人権全般 ⑧平和推進事業 公民館

　ターゲットにしている10～20代に参加してもらうために、学校との
共催は難しいでしょうか？

　共催は難しいと考えておりま
すが、学校との連携について
は、今後、検討してまいりま
す。

11.12 女性

②女性の人権を尊
重し、男女平等を
推進する活動等の
支援

男女共同参画
課

　市民、団体及びグループ等との更なる交流・連携が必要である。と
ありますが、課題を踏まえたＲ４年度の取組が、課題解決になってい
ない印象を受けます。かつては、伊丹市に女性団体協議会（正式名喪
失？）があり、複数の団体が所属していて、女性フォーラム実行委員
会などの運営を行っていました。そのような組織づくりが必要だと感
じています。

　男女共同参画センターにおい
て、市民、団体及びグループの
更なる連携を推進するため、令
和４年度より交流事業である
「ここサークル」を立ち上げた
ところです。今後は「ここサー
クル」を通じて、市民間の交
流・連携を進めるように努めて
まいります。

14 女性
⑤女性に対する暴
力への対応

男女共同参画
課

　成果及び課題に「自助グループ立ち上げにはいたらなかったので、
自助グループ支援事業を実施する」とあるので、２２年度にはその事
業がおこなわれたのですか？

　令和4（2022）年度において
も、連続講座を実施しました。
また、新たに、自助グループ立
ち上げを視野に入れたグループ
カウンセリングも実施しており
ます。

14 女性
⑥相談体制の充実
と周知

男女共同参画
課

　平日夜間と日曜にも相談を実施し．．．とありますが、どういう
方が対応されているのか？
　予約制なのか？時間は？詳しく知りたい。

　女性のためのカウンセリング
は火曜日の10時から14時と第2
火曜日は16時から20時に実施
しています。女性のための悩み
電話相談は、月曜日と第１日曜
日の10時から14時まで実施し
ています。
　相談員の資格は、カウンセリ
ングが産業カウンセラー、電話
相談がキャリアコンサルティン
グ技術士と心理カウンセラー、
キャリアコンサルタント・産業
カウンセラー・精神保健福祉
士・社会福祉士です。
　カウンセリングは予約制、悩
み電話相談は予約不要です。
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該当ページ 大項目 小項目 該当所管課 ご意見等 対応・回答

11～14 女性 ―
男女共同参画

課

女性の問題の根本は「固定的性別役割分担意識」と「性差別意
識」であると言われるが、学校教育においては「男女共生教育ハン
ドブック」等の活用により男女の人権を尊重する教育が行われ効果
を上げている。また伊丹市は、政策・方針決定過程への女性の参画
を積極的に進めており、まち作りに生かされているように思われ
る。

市立高校のデートＤＶ防止の授業を参観する機会があった。計画
的にカリキュラムが編成され、男女が共学でこの問題について学
び、率直な意見交換がなされている。このような活動を通して、互
いの人権を尊重し、共生の心が育つのだと感動させられた。女性の
問題は男性の問題であり、地域や職場において男性がこの問題につ
いて学ぶ場が設けられることが大事だ。

　ご意見の内容を踏まえ、今後
も取り組んでまいります。

15～26 子ども ―
こども若者企
画課、少年愛
護センター

＊子どもの非行、健全育成について（保護司時代の体験）
〇保護観察を受ける青少年の数値は減少傾向にあると聞き安堵する
ところである。対象者の多くは、排他的な社会、貧困、孤立化など
様々な要因が絡んで、学校や家庭、地域で居場所をなくし非行に走
る傾向がある。「居場所」と「よき理解者」との出会いによって、
本来持っているその子の良さが開花し社会に適応するケースが多
い。

この子（対象者）が、生活の中で賞賛され受容される経験を積み
重ねていれば非行に走ることはなかっただろうという事例が多かっ
た。学校や家庭などにおいける「心の教育」「豊かな体験活動」を
とおして、自尊感情を育てることが大切である。

　少年補導委員による街頭補導
と「愛の一声運動」を実施し、
子どもたちとの信頼関係づくり
と居場所づくりをおこなってお
ります。今後とも少年補導委員
が地域のよき理解者となるよ
う、引き続き研修等を実施して
まいります。
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該当ページ 大項目 小項目 該当所管課 ご意見等 対応・回答

20 子ども
⑥障がいのある幼
児・児童・生徒へ
の支援

学校指導課

　特別支援教育の推進の課題に「研修を通して、さらに支援員の資質
向上に努める必要がある」とあるが、支援を必要とする子どもが増え
続けていると聞いている。そもそも支援員の数は足りているのか、研
修を受ける余裕があるのか、心配です。

  特別支援教育支援員の配置
については、平成22年度から
市費で配置し、当初21名で
あった配置人数も、以降、該当
児童生徒の増加に応じて徐々に
その数を増やし、平成26年度
からは25名になり、全小・中
学校に１名ずつの配置が可能と
なりました。
　研修については、該当児童生
徒の障害の状況や教育的ニーズ
が多様化しており、的確な支援
を行うためにも必要なものと考
えております。
　継続配置、増員については今
後も財政状況等に鑑みながら、
引き続き検討してまいります。

22 子ども
⑦家庭の子育て支
援の推進

社会教育課

　家庭教育の推進が、そもそも人権課題に沿っているのか、もしかす
ると逆になっていないのか、そもそもの考え方が、よく分からないの
で、いつもモヤモヤしています。（個人の感想です）

　家庭教育を推進することで、
子どもが愛情と信頼感を感じな
がら、だんらんのある家庭で育
つことができる環境を整え、子
どもの人権尊重を図っていくこ
とを目指しております。
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該当ページ 大項目 小項目 該当所管課 ご意見等 対応・回答

27～30 高齢者 ―
地域・高年福
祉課、介護保

険課

　超高齢社会を迎える中で、高齢者の自立と地域社会の理解と支援が
重要だ。小学校では、「昔の暮らし」などの学習を通して高齢者とふ
れあう活動があるが、高齢者を尊敬し感謝する心を育てる教育として
さらに充実を図る必要がある。
　また、地域においても高齢者の豊かな知恵や体験、技能を生かす取
り組み、安心して自分らしく生きることを見守る活動を組織的に進め
ていく必要がある。
　高齢者介護について教室や養成講座を実施し､認知症などへの理解が
促進されていることは評価できる。しかし、高齢者への虐待や介護放
棄がおこる背景に、介護者の孤立、経済的な要因などがあり、介護者
を支援するしくみを充実させることが望まれる。
　高齢者施設において、職員による入所者への虐待、傷害事件が発生
するなど深刻な問題がある。職員の人権教育がどうなっているのか、
施設認可の条件として人権重視の項目を設けるべきではないか。

　すべての市民が住み慣れた地
域で、人としての尊厳を持ち、
それぞれの個性を発揮しながら
共に支え合い、自立・自律した
生活を送れるような共生福祉社
会の実現に向けた取り組みを実
施しております。
　高齢者虐待を未然に防ぐた
め、認知症に対する正しい知識
の周知のほか介護保険制度の利
用促進による介護者の負担軽減
策などを進めております。ま
た、民生委員や自治会等の地域
組織との協力・連携、関係機関
との連携強化、相談・対応窓口
の周知などによって虐待を未然
に防ぎ早期に発見・対応できる
仕組みづくりを行っておりま
す。
　介護保険の事業所について
は、施設基準において、虐待の
発生や再発防止の委員会の開催
や指針の整備、研修の実施、担
当者を定めることが義務付けら
れています（令和６年３月末ま
では経過措置期間）。
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該当ページ 大項目 小項目 該当所管課 ご意見等 対応・回答

31～34 障がい者 ―
学校指導課、
障害福祉課

　学校現場では、障害のある人に対する理解と認識を深めるために交
流学習が実施されている。共に教育活動に参加したり生活したりする
ことから、対等に認め合い支援すべきことを自然に行う子どもが育っ
ている。障がい者への理解や差別意識の解消に向けた取り組みについ
て、共に生活する子供たちの中にヒントがあるのではないか。
　障がい者就労施設への発注拡大のために、市職員や自治会員との
「おみあい会」をとおして営業実績を上げ交流を深めている。職場や
地域社会においても、工夫しながら交流の拡大を図るべきである。
　障害者差別解消法が施行されて６年経過するが、この主旨が職場や
地域社会に浸透しているだろうか。公共交通機関の職員の障がい者へ
の不適切な言動や、社会参加を阻む事案が発生していると聞く。「障
がい者問題」を「健常者の問題」として、教育・啓発を進める必要が
ある。
　昨年秋に、「障害者権利条約」の我が国の実施状況について勧告が
あった。地域社会における自立した生活（脱施設化）とインクルーシ
ブ教育について措置すべきとの内容である。
　障がいをもつ子の就労場所の決定にあたって、本人や家族の意向が
反映されていないという事案があったという。本来尊重されるべき
「本人の意向」がないがしろにされたのだ。現行法との兼ね合いもあ
るが「勧告」の観点から事業を見直す必要もある。

　ご意見の内容を踏まえ、今後
も各方面の調査等を行い柔軟に
対応してまいります。

33 障がい者
④福祉のまちづく
りの推進

障害福祉課

　各種障害特性に応じた適切な対応を行うことができて、課題は特に
なしとあるが、手話通訳・要約筆記以外に、音声を文字に変換して表
示するディスプレイの導入なども、今後はできるといいなと思いま
す。
　障害者が地域で安心して住み続けられるような支援体制には、重度
訪問介護を受けられる時価の確保や、日常生活用具購入補助の充実な
どたくさんの課題があると思います。

　ご意見の内容を踏まえ、今後
も各方面の調査等を行い柔軟に
対応してまいります。また、課
題につきましても、以下のとお
りとしました。

　遠隔手話サービスの利用促進
等、コミュニケーション支援の
充実や、日常生活用具の支給要
件の見直しが必要である。
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該当ページ 大項目 小項目 該当所管課 ご意見等 対応・回答

35～38 同和問題 ―

同和・人権・
平和課、人権
啓発セン

ター、人権教
育室

　同対審答申から長年にわたる同和対策事業によって、同和問題の解
決に向けて大きな成果を上げてきた。法失効後、残された課題として
結婚差別をはじめとする差別意識の解消や人権救済ににかかる取り組
みが進められてきたが、６年前に国民の同和問題への理解を深め部落
差別のない社会の実現を目的とした「部落差別解消法」の施行に至っ
ている。
　根強く残る差別意識の解消と、インターネットによる差別の拡散へ
の対応が大きな課題である。奥田均氏（社会学者、近大名誉教授）
は、差別解消三法は差別改善三法ではなく、差別の結果に対する「補
償」から、差別の原因の変革に迫るものであり、「部落を変える」か
ら「社会を変える」方向性を示したものであるという。改めて、「部
落差別解消法」の主旨の周知を図らなければならないのではないか。
◇教育や事業の推進にあたって
　・啓発者である教員・職員の同和問題の現状についての認識を深め
ること
◇教育啓発事業を進めるにあたって
　・「地域に足を運ぶ」「当事者に学ぶ」視点を大事にした啓発事業
の推進が大事。
　・人権フェスティバル、都市宣言記念市民集会、伊人教研究大会等
多くの市民が参画した啓発事業の充実。
　・啓発の拠点施設である人権センターが、今日的な人権課題の情報
発信、交流を通した学びの場づくり・仲間づくりなどの事業をさらに
充実させる。

　「部落差別解消推進法」の主
旨の周知については、例年パネ
ル展、講演会等を通じて啓発し
ており、今年度作成した人権啓
発冊子「人権ってなぁに？」に
も掲載しました。その他、「◇
教育や事業の推進にあたっ
て」、「◇教育啓発事業を進め
るにあたって」については、ご
意見の内容を踏まえ、今後も取
り組んでまいります。

35 同和問題
①人権を尊重する
教育の推進

総合教育セン
ター

　課題を踏まえたR４（２０２２）年度の取り組み
　　多様な人権問題を取り入れた研修を実施していく
　　　　　　　　　　　↓
　　同和問題を根底に置き、多様な人権問題に広げていく研修を実施
する。

　ご意見内容を踏まえ、以下の
とおり修正します。

　同和問題をはじめとする多様
な人権問題に対する研修を実施
する。

35 同和問題
②差別意識の解消
に向けた啓発の推
進

同和・人権・
平和課

　課題を踏まえたR４（２０２２）年度の取り組み
　　水平社宣言（日本初の人権宣言）100年の年、変わらない差別意識
と変わってきた差別事象など、研修を充実させていく。

　＊水平社は運動団体名なので書けませんか？

　水平社宣言に関わらず、部落
差別がある現実とインターネッ
トなどを通じた差別事象などを
分かりやすい内容で研修等を実
施し、同和問題の市民理解の広
がりに取り組んでまいりたいと
考えております。
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該当ページ 大項目 小項目 該当所管課 ご意見等 対応・回答

38 同和問題
⑥相談体制の充実
と周知

同和・人権・
平和課　/

人権啓発セン
ター

・人権擁護委員による相談を予約制…と書かれてますが、市民相談課
も予約制ですか？

　市民相談課も原則予約制です
が、他の相談の予約がなければ
対応していただいております。

39 外国人

①国際化にふさわ
しい人権意識の育
成を目指す啓発推
進

同和・人権・
平和課

・この項目（2021年度の主な取り組み）に限らず全般的に抽象的ある
いは総花的な表現が多く、肝心な中身が見えづらいです。
例えば、「多文化共生人権意識の育成 のため、以下の取組を実施。
・多文化共生の意識啓発講演 会を開催。参加 114 人（12 月）。 ・
パネル展、異文化講座等、 集客型の多文化共生イベント を開催。参
加 566 人（12 月）。」→具体的にどのような内容なのか理解しづら
い。紙面の関係もあると思いますが、せめて講座名やパネル展、イベ
ントなどのタイトル名はあってもよいのではと思います。
・「成果及び課題」部分
「(成果) 新たに多文化共生意識 啓発講演会を行う等、多文化共生の
意識啓発を推進 した。 (課題) より多くの人々に事業参加してもらう
ことが課題である。」→上記にも指摘しましたがこの項目に限らず内
容が「総花的」で具体的な内容が見えにくいです。

　ご意見の内容を踏まえ、分か
りやすい表現としました。

39 外国人

②多文化共生教育
の推進及び外国人
児童・生徒への支
援

学校指導課

・「多文化共生教育」、「国際理解教育」（ここにはないが「異文化
理解教育」）の概念、共通点や違いがあれば、その違いをどこかで知
らしめることも理解を深めるうえでは大切と思いました。
・「課題を踏まえた取り組み」のところで、Ｐ40、3行目　「誤った差
別や偏見」ですが、たぶん次の「正しい認識のもと」と対の語句とし
て「誤った」をつけたと思いますが、「差別や偏見」
自体が「誤った」存在ですので、「誤った」は不要かと思いました。
（小さなことですが……）

　いただいたご意見を踏まえ、
違いや共通点について、担当者
会等で周知してまいります。
　「誤った」を削除いたしま
す。
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該当ページ 大項目 小項目 該当所管課 ご意見等 対応・回答

39～42 外国人 ―
同和・人権・

平和課

　学校教育においては、多文化共生教育の推進や交流活動などによっ
て、国際化社会にふさわしい人権感覚を育む実践がされ、外国人児童
生徒の支援策により自らの民族に誇りを持てる取り組みが実施されて
いることは評価できる。
　伊丹の子どもにとって、オールドカマーの問題について正しい認識
を育てる必要がある。小・中の歴史学習では終戦を迎えるまで多くの
朝鮮人が空港建設などに関わり、戦後も多くの人が日本にとどまって
きた歴史的経緯やその人たちの置かれた状況について、正しい歴史認
識を持たせなければならない。
　テレビ電話通訳システムを導入した相談体制や、外国人市民にパブ
リックコメントの場を設けて市政に参画を促進するなど市民権を保証
する取組は評価できる。
　ヘイトスピーチ解消法が施行されて６年になる。露骨な民族差別事
案は見えにくくなっているようだが、入居や就労などにおいて今なお
差別が存在していると聞く。この法律は日本人に向けた法律といえる
もので、今後も関係者への理解促進や相談体制の整備、ふれあい交流
を通した啓発活動を充実させなければならない。

　これまでも、パネル展や講演
会等を実施しており、今後も引
き続き取り組んでまいります。

40～42 外国人

③出会いと交流の
場づくり
④就労・住宅問題
への取組
⑤市政への参画の
推進
⑥相談体制等の充
実、日本語学習及
び多言語等による
情報提供の推進

同和・人権・
平和課、/人
権教育室

・⑥「相談体制等の充実、日本語学習及び多言語等により情報提供の
推進」の項目については具体的な内容が書かれ、理解を深めることが
できました。
・③④⑤についてはすでに書かせていただきましたが、抽象的、総花
的な記述が多く、表層的にしか理解できなかったです。中身が見える
具体的な記述があれば、より理解が深まると思いました。

　ご意見の内容を踏まえ、分か
りやすい表現としました。
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該当ページ 大項目 小項目 該当所管課 ご意見等 対応・回答

49
その他の人
権問題

―
同和・人権・

平和課

＊犯罪被害者の人権を守るという観点から
　少年犯罪被害当事者の会のＩさんから、ご自身の長男が集団暴行事
件に巻き込まれ命を落とされた話をお聞きした。当局からは被害者と
して知りたい情報が全く入らないばかりか、いわれのないうわさや中
傷によって二次被害、三次被害にあわれたという衝撃的な話である。
　我が国では犯罪を犯した加害者を自立更生させる法制度は確立され
ており、手厚く処遇されている。しかし、加害者の人権は守られてい
るが、被害者の人権がおろそかにされている。伊丹市では2019年４月
１日に「伊丹市犯罪被害者等の支援に関する条例」が施行され、犯罪
被害者やその遺族を支援する制度はできているが、市民への周知や活
用状況はどのようになっているのか。

　犯罪被害者支援制度につい
て、追記しました。制度の周知
については、市広報や市ホーム
ページへの掲載、自治会回覧等
を実施をはじめ、パネル展示な
どで、リーフレットを布置して
おります。

52
人権を守る
取組（人権
相談）

―
同和・人権・

平和課

　同和問題解決に向けた長年の取り組みによって大きな成果があった
が、残された課題として、差別意識の解消と人権救済がある。人権救
済について、市民意識調査における「人権問題の相談先」を見ると、
「公的機関」との答えは４.２％にとどまり、「家族や友人など信頼で
きる人への相談」が４４.４％。「何もできなかった、どうしていいか
わからなかった」が５２.３％、ということだ。
・相談窓口が市民にとって身近なものにしていかなければならない。
　行政、人権擁護委員、民間の相談窓口などの情報共有、連携が必要
だ。
・相談窓口の市民への周知や、相談員の資質向上や適材の発掘が求め
られる。

　相談窓口が市民にとって身近
なものになるよう、市広報、市
ホームページ等で周知してまい
ります。また、今後も人権擁護
委員等と連携しながら、人権イ
ベントの実施など、各種事業を
行ってまいります。

53

あらゆる場
における人
権教育・啓
発の推進

①こども園・幼稚
園・保育所
（園）・学校

学校指導課、
幼児教育推進

課

　伊同教就学前部会では、長年にわたってブロック別に分かれ就学前
教育にかかわる職員が一堂に会して今日的な人権課題について研修を
深めている。また、中学校ブロック別人権研修では、地域の特性に応
じたテーマを設定し、小・中・特支の職員が研修・交流を深めており
伊丹市の誇れる伝統である。さらに発展させたい。
　人権教育を進めるにあたって、指導者の持つ「隠れたカリキュラ
ム」（潜在的教育効果）が子どもたちに大きく影響する。人権感覚の
優れた指導者に出会った子どもは、授業以外の学校生活全般から人権
について学んでいくものだ。指導者の人権感覚が重要であり、それを
磨き続けなければならない。

　ご意見の内容を踏まえ、指導
者の人権意識向上のための研修
を、今後も着実に実施してまい
ります。
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該当ページ 大項目 小項目 該当所管課 ご意見等 対応・回答

55～57

あらゆる場
における人
権教育・啓
発の推進

②市職員等に対す
る研修

研修厚生課、
幼児教育推進
課、総合教育
センター

　新採職員の人権研修、階層別人権研修では、被差別の実態にふれ
たり当事者から学んだりする内容の工夫をしながら、自分を振り返
り人権感覚を磨く質の高い研修が行われている。
　指導者の持つ「隠れたカリキュラム」で述べた通り、市民と対面
し事業を企画・推進する職員の人権意識の向上が重要である。

　ご意見の内容を踏まえ、今後
も、人権感覚を磨く研修を実施
し、人権意識の向上を図れるよ
う取り組んでまいります。

59
総合的・効
果的な推進
等

―
同和・人権・

平和課

　白書にPDCAサイクルを取り入れられたことは大変評価できる。市
人権教育・啓発推進本部の下で、関係部局が課題に対して情報共有
しながら連携して取り組んでもらいたい。

　ご意見の内容を踏まえ、今後
も庁内連携を図り、人権施策を
推進してまいります。

60
総合的・効
果的な推進
等

（２）関係機関等
との連携・協力、
市民の参画と協働

人権教育室

　人権フェスティバル、差別を許さない都市宣言制定市民集会、いた
みマダン、伊同教の各事業等の実施にあたっては、市民団体と連携し
て市民が参画・協働する取組としてさらに充実させてもらいたい

　ご意見の内容を踏まえ、今後
も市民団体等と連携して人権尊
重のまちづくりに取り組んでま
いります。

60
総合的・効
果的な推進
等

（３）人権啓発セ
ンターの取組

人権啓発セン
ター

本市における人権啓発の拠点施設として、様々な人権情報を発信
し、学び・交流の場を設けていただいている。課題として取り上げ
られている本市における人権施策の歴史等を学べる展示コーナーの
設置を、関係団体と市民が連携して実現していただきたい。

　人権関係団体と行政等にて
「常設展示の会」を開催し、伊
丹の人権の歴史が学べる展示
コーナーの開設に向けて、具体
的な展示内容について協議を進
めているところです。

61
総合的・効
果的な推進

等

（４）内容・方法
の充実

人権教育室

　広く市民に周知啓発を図っていく工夫が必要です。その通りです。
　けれど、伊丹市のホームページを見ても、なかなか人権の情報が目
に飛び込んできません。
　人権教育室の所管ではなく、広報課、あるいは政策室？などになる
とは思いますが、伊丹市のホームーページをやわらかく人権情報が得
られるデザインに変更してください。

　市HPについては、人権情報
だけでなく、様々な情報を得ら
れるよう工夫し、今の形となっ
ております。今後も、市民の皆
様がより使いやすいHPとなる
よう、関係所管課と検討してま
いります。
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